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2つの修正M&Hモデルに
ついての考察
―80年 EGOS国際会誤での議論から一一
陶山計介
I はじめに
0. E. Williamsonの「Markets& Hierarchiesアプローチ」が，「流通
チャネル組織パクーン」の選択の有力な論理の1つとして近年積極的に導入
されてきていること， しかし， その場合，「取引費用」的考察が現実のチャ
ネル問題における諸種の矛盾・対立とくにチャネル・システム内のパワー構
造＝協調とコンフリクトの態様の分析と関連づけられなければ， その有効性
(1) 
を発揮できないことを前稿でみた。企業間の垂直的統合とくに Vertical
Marketing Systemの理論的解明のためには， Williamsonの「取引費用パ
ラダイム」も含めた経済学的アプローチと，パワーの構造・機能やコンフリ
クトの発生・制御のメカニズムを扱う行動科学的アプローチとの統合が不可
欠となろう。もちろん，このことは行動科学的アプローチだけで十分な分析
が可能であるということを意味しない。あくまで両者は相互補完的な関係に
なければならないのである。
1980年1月，ロンドンにある ImperialCollegeにおいて約50人の経済学
者，社会学者，組織論者，労使関係論者などが参加して「市場と階層組織」
(1) 拙稿「VMS論と「取引費用バラダイム」」「関西大学商学論集」第29巻第3
号， 1984年8月。
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に関する国際会議が開催された。 ヨーロッパ組織研究グループ (EGOS)の
後援で， 開催の趣旨は Williamsonの「市場-階層組織」的世界観の含
意を発展させたりあるいは評価することにあった。そこでは，社会・経済的
組織形態としての市場と階層組織の比較優位 (comparativeadvantage)の
「取引費用」的説明がとりあげられ， たとえば， 実質資源費用 (realre-
source costs)が所与であるかどうか，あらゆる費用が交渉的 (negotiable)
なものかどうか， 市場ー一階層組織だけが均衡制度形態 (equilibriumin-
stitutional forms)でコンミューンや協同組合のような他の制度が効率的な
経済制度として正当化できないか，といったテーマが議論された。しかし，
会議における中心的な論点は，経済組織における基軸概念である効率とパワ
ーの相対的な「魅力」にあったということができよう。 この点では Wil-
Hamsonモデルにたいする批判ないし限界性の指摘に全体としてウェイトが
おかれることになったといわれる。 Williamsonの「費用ー一効率」理論に
ついて， その枠組内での一層の理論展開＝精緻化とともにそのパワー論的な
検討や批判がそこで試みられたのである。
この EGOS国際会議で提出されたペーパーを収録＝編集したものが， 本
稿でとりあげる A.Francis, J. Turk, P. Willman (ed.), Power, Ef-
ficiency and Institutions, Heinemann Educational Books, 1983であ
る。同書にはまた， 会議に向けた基調報告的なものとして Williamsonと
W.G. Ouchiの共同論文， The Merkets and Hierarchies Programme 
(2) 
of Research: origins, implications, prospectsが再録されている。
ここでの課題は，組織内・組織間管理における構造上，機能上の鍵概念は
何か，それとの関連で Williamsonの「取引費用バラダイム」＝M&Hモ
デルの意義と限界をどのように確定すべきか，といった論点を考える上で有
(2) この論文はもともと， A.Van de Ven, W. Joyce (ed.), Perspectives on 
Organisation Design and Behaviour, John Wiley & Sons, Inc. 1981に収録
されていたものである。
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益な示唆を与えてくれると思われるこの EGOS国際会議での議論のうち
Williamsonモデルにたいする経済学およぴ行動科学（社会学，組織論）と
いう 2つの基本方向からの修正の試みを紹介・論評することにある。
本題に入る前にあらかじめ「M&Hアプローチ」とはどのようなものかそ
の概略を確駆しておきたい。 Williamson=Ouchiは，同書のなかでその「核
心的な方法論上の特徴」を自ら次の5点に要約している。 (1)取引が分析の基
礎単位である。 (2)人間 (humanagents) は限定された合理性と自己の利益
に従う。 (3)取引を記述するための決定的な次元は，頻度，不確実性，取引特
異的投資である。 (4)取引費用の節約が生育可能な (viable) 取引様式を説明
するおもな要因である。それは組織設計にあたって関与すべき主要問題にほ
かならない。 (5)取引費用の差異を評価することによって制度比較をおこな
う。そして，基本的な組織設計問題を， Williamsonは，限定された合理性
と機会主義的行動のもとで，前者にもとづいて節約的に取引を組織するとと
(3) 
もに後者の危険にたいして取引を保護することに帰着させるのである。
I 純利益の極大化と階層組織
(1) 階層組織の相対化
H. Daemsは，企業組織の基本的な経済機能を活動の調整，資源の配分，
各事業単位のパフォーマンスの監視に求める。そして， A:D. Chandler, Jr. 
(4) 
〔1977)による歴史的発見ないし主にアメリカの企業統計の分析を通じて，
多くの産業で経営階層組織がこの経済機能をおこなうために利用されている
が，一連の産業では必ずしもそうではない，という。前者の例としては，石
(3) 0. E. Williamson, "The Markets and Hierarchies Programme of Re-
search: origins, implications, prospects," in A. Francis, J. Turk, P. 
Willman (ed.), Power, Efficiency a叫 Institutions, Heinemann Educa-
tional Books, 1983, p. 17, ・ 3.・ 
(4) A. D. Chandler, Jr, The Visible Hand: The Managerial Revolution in 
Americ畑 Business,The Belknap Press of Harvard University Press, 1977. 
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油，輸送設備， タバコ，化学品，さらに，機械，一次金属，家庭電器などの
産業があり，後者には衣料品，木材，家具，金属加工品の各産業があげられ
(5) 
る。それではなぜ特定の産業において階層組織が発展したのか，他の産業で
は発展しなかったのか，ということが今度は問題となるであろう。その理由
は後にみるとして，さしあたり階層組織の優位性が絶対的なものではなく，
なんらかの条件に依存すること，そしてその条件は産業間で異なる，という
ことが確慰される。
(6) 
この問題を考えるにあたって Daemsは， G.B. Richardsonに依拠しな
がら Williamsonの「市場一一階層組織」という枠組を拡張して， 第3の
「制度的アレンジメント」として「連合」 (federation)を構想する。 これ
らの制度的アレンジメントは， 3つの次元，すなわち，①所有構造，③利益
(returns)の配分の仕方，⑧情報コミュニケーションや同意 (compliance)
(7) 
の強制を処理するための監督を組織する仕方，によって識別される。
市場のもとでは，、各生産・流通事業単位は所有権が独立であり，利益分配
には関与せず，相互に監督しあうこともない。情報を交換したり同意を強制
したりするためには市場と偶然的にきまる価格に依存せざるをえない。この
ような制度的アレンジメントは，単一製品，単一機能，単一事業部企業を特
徴とする産業においてみられる。他方，経営階層組織は，垂直統合化され製
品別，地域別に多角化した企業が支配的な産業と結びついている。そこでは
各生産・流通事業単位にたいして法的統制を強化したり利益をフ゜ールするな
どの手段を通じてその機能を盤督する。
これにたいして，各事業単位は独立的でありながら利益をプールし情報コ
ミュニケーションと契約による同意を刺激している産業組織が連合である。
(5) H. Daems, "The Determinants of the Hierarchical Organisation of In-
dustry," in A. Francis, et al. (ed.), op. cit., pp. 34-38. 
(6) G. B. Richardson, "The Organisation of Industry," The Economic four-
nal, Vol. 82, 1972, September. 
(7) Daems, op. cit. pp. 39-40. 
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利益のプールのやり方には，利益配分制，市場分割，集中的な割当秩序など
があるが，連合している各企業は調整．配分，監視のための共同の意思決定
に依存している。カルテルも連合の1つである。また，株式の相互持合いに
よって結合した金融集団 (financialgroup) も連合といえる。 この場合，
各集団はそのメンバーを監督する中央管理本部 (centraladministration 
office)には依存しない。さらに，利益プール制ではなく相互監督により連
合しうるホテル，ファースト・フード，レストランなどのフランチャイジン
(8) 
グもこれに属する。
Daemsは，第1図のようにひとまずこの3つの制度的アレンジメントを
設定しながら，それらがいかなる意味において調整，配分，監視の諸機能を
遂行することになるのかを次に明らかにしようとする。ここでは連合がどの
第1図 制度的アレンジメントの分類とその次元
制度の 次 元
プ 有 I利 益 I監 事 例ク 4 所 督
市 場！独 立 なプー ル制し な し 交偶然換的契約
独 立 プール制 な し 力 Jレ テ Iレ
連 合 統 合→ プール制 な し 金 融 集 団
独 立 なプー ル制し あ り フランチ兼ャイジング役員 任制
階層組織 統 合→1 プール制 1 あ り 1統合・多角化企業
（出所） H. Daems, "The Determinants of the Hierarchical Organisation 
of Industry," in A. Francis, et al. (ed.), Power, Efficiency a叫
Institutions, Heinemann Educational Books, 1983, p. 40. 
(8) フランチャイズ・システムにおいては相互監督がなされ．確固としたパワー格
差にもとづく一種の支配一従属的関係が存在しないとするこの捉え方は事態の一
面しかみていない，という疑問が当然出てくるであろう。 Cf.L. W. Stern, A. I. 
El-Ansary, Marketing Channels, 2nd ed., Prentice-Hall, 1982, p. 333, 335, 
337. 
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ようなものと規定されているかという点も問題となるが， Williamsonの議
論との関連では経営階層組織の優位性の検証にその主たる関心があり，この
点から制度的アレンジメントのあいだの選択の問題をみてみよう。
(2) 結合利益~費用—―ー純利益
3つの制度的アレンジメントのうちどれが選択されるべきか， この点を
Daemsは次の3つの連続的なステップで考える。
第1は，結合利益 (jointreturns)の極大化と制度選択である。どの制度
的アレンジメントも設備費 (installingcost)，営業費 (operatingcost)が
等しく， 相遮は共同行為 (jointactivity)や結合利益にたいする影響にの
み関係すると想定しよう。
このレベルでは， 最大の結合利得 (jointpay-off)に導く制度的アレン
ジメントが採用されなければならない。もし供給独占からの総結合利益が独
立単位（市場）や利益のプール（連合）を通じてよりも所有の強化と監督
（階層組織）を通じての方がより高水準であれば，多数単位からなる階層組
織が供給独占のために利用されるであろう。とはいえ，結合利得は協働単位
間の契約関係の関数にほかならない。したがって，特定の制度の優位性は，
共同行為における調整，配分およぴ監視の過程のために必要とされる情報の
交換と同意の強制をいかに処理できるかという点から説明されることにな
る。その場合，情報や同意にたいするニーズは取引の性格によって異なると
いう点が留意されなければならない。 Williamsonは取引の3つの決定的次
元，すなわち，①取引を完了させる上での不確実性の度合，③取引特異的投
資の規模，⑧取引頻度，を識別したが，とくに前二者の水準が高くなれば情
報や同意のための特別のニーズが増大する。他方，階層組織は市場，連合に
くらべてよりすぐれた強制メカニズムと情報ネットワークをもっている。こ
こから調整，配分および監視が多大の不確実性9をこうむるか，あるいは高度
に専門化された独特の用途のための資源を必要とする産業では所有と監督の
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(9) 
強化が期待される，と Daemsは結論づける。
第2のステップは，費用極小化と制度選択である。ここでは， 3つの代替
的な制度的アレンジメントにおける設備費， 営業費の差異に焦点がおかれ
る。
共同行為を組織するための費用は，特定の制度的アレンジメントと無関係
ではない。設備費や営業費は制度のクイプの関数といってよいであろう。市
場契約を通じた調整，配分および監視では，情報収集，契約条項の遵守のた
めの資源が必要でそのための費用は無視できない。連合は，利益のプールの
ために忌避費用 (shirkingcost)が必要であり， 繰返される交渉過程は多
量の資源を消費する。また，階層組織にあっても，所有の強化は忌避過程を
刺激しその監督には資源が必要である。
この点では先にあげた Williamsonの取引頻度概念， すなわち協働単位
間の共同行為を維持する頻度がさまざまな制度的アレンジメントの費用比較
にとって重要となる。階層組織の総費用（設備費＋営業費）は取引頻度が増
大してもおそらく一定もしくは若干増大するだけであるのに対して，連合や
市場契約の場合はより低い固定費とより高い変動費をその特徴とし，取引頻
度の増大とともに共同行為を組織するための情報・同意費用をも含む総費用
は比例して増大していく。したがって，取引頻度が高水準ならば，階層組織
による共同行為の組織に経済性が隠められるであろう。ただし，ここでは法
人税や反トラスト立法など一連の政府規制の影響も考慮されなければならな
い。たとえば，合同にもとづく階層組織，カルテルにもとづく連合のケース
など］゜）
これら 2つのステップを経て第3のステップ， すなわち， 純利益 (net
gain)の極大化と制度選択の連関の問題に到達する。自由な制度選択が保障
される競争のもとでは，協働する各単位に最も高い純利益を長期的に約束す
る制度こそが存続しうるであろう。あらためて確隠すると，連合や市場にた
(9) Daems, op. cit., pp. 42-43. 
(10) Ibid., pp. 43-44. 
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いする階層的アレンジメントの優位性は絶対的なものではなく，情報や同意
へのニーズによって影響される。階層組織の機能する産業とは，取引の不確
実性，取引特異的投資および取引頻度のそれぞれの水準が高くしたがって情
報交換や同意の強制が重要な意義をもつ産業である。そこでは非階層組織的
(11) 
アレンジメントによるよりも高い利益がもたらされる。
以上， Daemsは「取引費用」的基準からする Williamsonの「市場一一
階層組織」という二者択ー的な取引様式論を主に経済学的観点から拡張・展
開しようと試みた。第1に， 連合という外部性 (externality)を内部化す
るゆるやかな企業結合を一種の「中間組織」として構想していること。第2
に， 3つの制度的アレンジメント＝取引様式を識別するにあたって， 所有，
利益配分の他に情報交換と同意の強制の問題を重視していること。そして，
第3に，取引様式の選択の論理を費用基準だけでなく結合利益ー一濃t用ー一
純利益という総括的な枠組で説明していること， がそれである。他面，
Daemsの議論では， 連合という制度形態の積極的意義が鮮明にされていな
い点，設備費とか営業費といった費用と Williamsonのいわゆる取引費用
との関連が曖昧である点，費用—利益の不均等性の問題が軽視されている
点などさらに立入った検討を要する論点も少なくない。
皿 •様式のトリアーデと制御プロセス
(1) 「市場—階層組織一ーコンミューン」枠組の展開
R. J. Butlerは， 人間モデル類型とも結びついた社会学ないし組織論の
槻点から Williamsonの「市場ー一階層組織」枠組を拡張しようとした。組
織は2種類の行為者（actor)群からなる。部課，事業単位，個人，供給者，
顧客，政府当局など利害関係でつながっている各成員と，企業，公共政府機
関，メンバーシップといった一種の法人 (corporatebody)である。両者
はいわば部分と全体との関係において課業，コミットメント，個人の熟練な
(11) Ibid., p. 44. 
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どの要因がどのような特性をもっているかということに規定されながら組織
のイメージを形成する。そこにおいてかれは，財，サービス，情報，貨幣の
交換を包摂しうるものとしての取引概念に注目する。この取引概念は，社会
(12) 
学における交換理論とくに P.M.Blauの「社会的交換」の規定をベースに
したものである。そこで重要なことは物理的に何が交換されるかではなく，
(13) 
取引を制御する仕方にほかならない。
(14) 
その取引制御方式という点から J.R. Commonsにおける取引類型をみ
ると，①市場を通じた交渉取引 (bargainingtransaction)， ③組織におけ
る予算，国家における租税によって象徴される割当取引 (rationingtransac-
tion)，⑧階層組織的な上位者と下位者とのあいだの取引に象徴される経営
的取引 (managerialtransaction)， という分類にみられるように仲間集団
(peer group)内の取引がそこでは欠落している。市場と階層組織が盲目
的な経済的動機づけと指令によってそれぞれ制御される取引であるというィ
メージの追求に熱心になる余り，主たる制御の源泉が利害の一致を生む信念
(beliefs)， 価値観 (values)の接合物 (meeting)である自主管理コミュ
ニティ内でおこなわれる取引の可能性を曖昧にしてはならない，と Butler
は批判する。それが取引を制御する適切なメカニズムとしての仲間集団もし
(15) 
くはコンミューンというアイデアである。
このコンミューンと名づけられた取引制御類型の特性を他の 2類型と比喩
的に対比してみると，まず階層組織＝Calculusは血族関係の生物学的必要に
ねざしている。 そこでは， 中央のインストラクターが正確な課業を詳細化
(12) Cf. P. M. Blau, Exchange and Power in Social Life, John Wiley & Sons, 
1964.（間場寿ー・居安正・塩原勉訳「交換と権力」新曜社， 1974年）。
(13) R. J. Butler, "Control. through Markets, Hierarchies and Communes: 
A transactional approach to organisational analysis," in A. Francis, et 
al. (ed.), op. cit., pp.141-143. 
(14) Cf. J. R. Commons, In~titutional Economics, University of Wisconsin 
Pre~s. 1934. 
(15) Butler, op. cit., p.138, 143. 
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し，どの個人の行動もィンストラクターによって決定される。各参加者は課
業に見合うように計算された資源を付与される。かれらの関心は自分の課業
の技術的な細目にあって他人のそれにはない。しばしば活動相互の調整がな
されていないようにみえる。
市場＝Maximusは， 交換をおこなう人間にとっての必要， 「適者生存」
(survival of the fittest)の進化論的考え方にねざしている。各参加者は
未組織の状態にある。オークションが存在し，入札の「勝者」が課業をおこ
ない，その課業に要する労働時間支出やサービスにたいする需要に応じて貨
幣を受けとる。契約の締結・再締結とともに不断の参入・退出が繰返される
が，組織としての構成は指図書 (instructions)によってではなく， 貨幣価
値を極大化しようとする関心によって調整される。
これにたいして， コンミューン＝Sociusは， 外部交換を心配しないで他
の人間と結びつく必要にねざす。明白な指令 (command)も交換も存在し
ない。そこには相互扶助の精神が普及している。各参加者は，指令によって
制御されることも外部からの報醸の追求によって制御されることもない。そ
うではなく価値ある目標の追求のためにかれらがおこない他人と結ぴつこう
(16) 
と欲する公正さ (rightness)についての確信によって制御されるのである。
以上， Butlerは社会学における交換理論ないし行為理論の見地から「市
場一一階層組織—コンミューン」という枠組を定立する。「市場ー一階層
組織」枠組の拡張という点では主に経済学的な見地から制度分類をおこなっ
たさきの Daemsと同じである。 しかし， Butlerにあってはそのアプロー
チの仕方にもあらわれているように，制度間で制御のプロセスがどのように
異なるのかということとの関わりで制度選択の問題がとりあげられている点
がその特徴である。 そこで次にかれの取引制御フ゜ロセスの枠組をみてみよ
う。
(2) 取引制御プロセス
法人はそれを構成する諸成員による満足すべきサービスや製品の供給を確
(16) Ibid., p.138, 140-141. 
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保するためにどのようにしてかれらにたいする十分な影響力を行使しうるの
であろうか， Butlerはこのように疑問を投げかける。
これを考えるにあたってかれは 3つの変数群をもちだしている。①選好
(predilection)，③基盤 (bases)，⑧活性化 (activation)，がそれである。
第2図 制御様式の 3類型とその特徴
制御 抵抗
． 活性化
排除 I 退出
桔盤
選択の自由 T 批判
選好
極大化 共謀
互酬 負債
市場
階層組織 コンミューン
I I 
選好 選好
計算 虚偽性 配慮 利己主義
アクセス 脱落 群居性 分離
基盤 基盤
可視性 T 曖昧さ 適合性 T 分裂
活性化 活性化
定型化 反論 交渉 不同意
制御 抵抗 制御 抵抗
（出所） R. J. Butler, "Control through Markets, Hiererchies and Com-
munes : A transactional approach to organisational analysis, " in A. 
Francis, et al., op. cit., p. 145. 
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これら 3種類の変数群によって， 第2図に示されるように， 市場， 階層組
織，コンミューンにおける制御の様式およぴ抵抗の戦術 (tacticsof recalci-
trance)がそれぞれ構築される。前者を先に紹介しよう。
選好は，組織に包摂される人々と課業の方向づけと個人間の関係を左右
し，特定の制御様式が作動するために必要な精神状態 (mind)を示す概念
である。この点からみると市場では，課業成員，すなわち，個人，社会グル
ープは合理的な経済人として限定された情報と意思決定の限定された合理性
のもとで探求的，冒険的，企業家的な行動をとる。これによって産出の極大
化 (maximization)をはかろうとするのである。個人間の関係においては
報酬とひきかえに的確な財・サービスを提供するという互酬 (reciprocity)
原理が支配的である。
階層組織のもとでは，さきにみたように参加者は職務の技術的細目に関心
をもち，計算的方法 (calculation)を適用して課業の最良のやり方を決定す
る。課業への熟達 (proficiency)を達成する手順の機械的適用は，経済人，
社会人から官僚人を区別する。こうした指図書だけに従う行動様式は，単に
規則を守るだけの責任転嫁やお役所主義 (redtape)といった官僚制の伝統
的な逆機能に導く。階層組織のもう 1つの原理としてアクセス原理がある。
これは上位者のみが組織全休の意思決定に近づくことができ，各メンバーに
課業を課すというもので，それは他方でしかるべき服従ないし指図書に従う
意思をともなう。
コンミューンは相互の企業が利益を享受するなかで共に結びつこうとする
熱狂 (enthusiasm) によって特徴づけられる。経済人の制度的極大化行動
や官僚人の機械的計算行動にかわって苦境にある他者への配慮 (care)を含
む本能的な利他主義 (altruism)が存在する。 それは群居性 (gregarious-
ness)といってもよい。法人と諸成員のあいだの関係では，市場における不
断の参入・退出のなかでの下請関係や階層組織における一方的な屈従をとも
(17) 
なう雇用関係とは異なるメンバーシップと永続性がその本質をなす。
(17) Ibid., pp.144-147. 
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制御基盤は， 1つの制御様式が作動するために必要な条件であり，，活性化
は，法人が課業成員から十分なサービスを得るために従事しなければならな
い活動である。
市場については基盤として選択の自由 (options)，活性化として排除 (ex-
pulsion)があげられる。供給者の選択可能性についての自由と無責任な供
給者を退出させる能力があり，これを通じて不満足なバフォーマンスヘの対
処がなされ効率が確保される。とはいえ，この選択の自由なり排除のやり方
における一方的性格には問題があり，それは双方向のものでなければならな
いこと，選択についての多元的な情報源を常に確保しておくことが必要であ
ることが指摘されよう。
階層組織は可視性 (visibility)と定型化 (routinisation)を特徴とする。
産出や手順の点で課業が明確化されるほど下位者にたいする上位者の影響力
の行使は容易となる。このことによって可視性は活性化のための基盤を提供
するのである。他方，その制御基盤を実際に機能させるのは定型化の過程，
すなわち，’プログラム化，専門化，・形式化，標準化である。これらの官僚制
に固有の装置はしかし，各行為者の側での計算志向と課業成員への法人のア
クセスの高い水準とを必要とするであろう。
コンミューンにおける制御の主要な源泉は，課業成員と法人とのあいだの
適合性 (congruence)の促進である。 これはメンバーシップ概念を通じた
両者の一休化を可能にする諸手段によって活性化させられる。制御不能の事
態が生じたときは集団の定期的な会合によって各人の利他的な態度が増強
されねばならないし， 価値観の再検討・修正も必要となる。 これが交渉
(negotiation)過程であり， そこで当事者間の意見と情報の双方向のフロー
(18) 
や全般的なノイズの除去がもたらされる。
これまでの議論は法人の観点からのそれであって，制御される成員のそれ
ではなかった。法人の制御の試みにたいして， 課業成員＝個人，社会集団も
社会的行為者としてその制御を回避しようとするであろう。これが抵抗の戦
(18) Ibid., pp.147-149. 
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術である。
市場の場合は，関係からの退出 (exit)が不満足な顧客の特権となる。よ
り大きな費用をこうむる抵抗形態としては，法人が利用できる選択の自由の
制限や組織の必要性の増大による組織への批判 (criticality)がある。この
ことは，経済人の互酬ー一極大化選好を拒絶し負債 (indebtedness)が規範
となる共謀的行動 (collusion)への傾向を要求する。
階層組織では，各成員の活動をとりまく一種の神秘的雰囲気をつくりだす
手段にたいする不断の反論 (argument)が， 定型化という活性化の形態を
妨げる抵抗形態となる。しかし，それは可視性が低水準の場合にのみ可能で
あり， 他方， 活動を曖昧にする (obscurity)戦略は誤ったものであろう。
また，計算的手段の拒否や情報の偽造 (falsification)，各成員の活動から法
人という視野を脱落させること (omittance)などもあり， これらは上位者
の監督の正当性を否定することに結びつく。
コンミューンにおける抵抗の戦術は， 不同意 (disagreement)である。
コンミューンは教化 (indoctrination)によって適合性にもとづく制御を活
性化させるのであるが，その教化に含まれる根底的な要素である信念への不
同意は，諸成員間の離反状況をもたらすであろう。さらにそうした事態は，
分離 (separation)の技術による群居性向の破域を通じても加速される。こ
うしてコンミューンのなかのメンバー相互の不変の適合性が侵されるのであ
る］9)
このような Butlerの議論は，基本的に組織論ないし社会学の視角からの・
考察という範囲を出てはいないが，各制御形態にはそれぞれどのような雰囲
気（＝基盤）が存在し， リーダーがいかなる一般的な行動規範（＝選好）に
もとづいて各メンバーを実際に操作しようとするのか（＝活性化）， さらに
これにたいしてメンバーのあいだにどんな反作用ないし対抗形態（＝抵抗の
戦術）が発生するか，そのプロセスが類型化されて展開されており，組織内
(19) Ibid., pp.151-152. 
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＝組織間管理におけるコンフリクトの発生と制御のプロセスを考える上で示
唆に富む提起といえよう。
(8) 取引様式の規定因
これまでの議論では環境要因が捨象されていたが，ここでそれを導入して
制御様式を 1つのオープン・システムと考えると，さきの3つのうちの特定
の制御様式がどのような要因によって規定されるのかということが問題とな
る。いいかえると制御様式の選択問題である。
Butlerは，どの制御様式が選択されるかは課業の性格にたいするその適
合度合に依存すると考える。とくに，取引の複雑性，法人と課業成員のあい
だのフィードバックの量，課業成員の抵抗の3要因が適切な制御様式の決定
において重要な役割をはたす（第3図参照）。
第3図制御様式の規定因
抵抗 >選好
；：f：戸複［い
曖昧さ//ア ↓ ！ ／
プィー ドパック >活性化
（出所） Butler, op. cit., p.154. 
取引の複雑性は，法人が特異的な取引にかかわって直面する多様なコンテ
ィンジェンシーと定義される。それは3つの要因の結果である。第1は，不
確実性 (uncertainty) で， 成果を予測する能力の欠如によって生じる。第
2は，組織内での他の成員との取引における相互依存 (interdependence)
である。そして，第3の要因は，成員の産出がもつ曖昧さ (vagueness)で
ある。
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取引を制御するためには取引の同調化 (synchronising) ないしフィード
バックといういわば技術的な要求が必要である。ところが，この取引活動を
同調化するための必要性は，取引の複雑性が増し，新しい情報や条件が出硯
することによって増大する。複雑性がフィードバックにたいする必要度を導
くのである。いいかえると，フィードパックは取引の技術的特性の従属変数
ということになるであろう。と同時に，それはとくに制御の活性化にたいし
てインパクトを与える。市場での排除は低水準の相互調整＝フィードバック
を示すのに対して， 階層組織における定型化はより多くのフィードバック
を，コンミューン内の交渉は最高水準のそれをあらわしている。
このことからただちに排除が最も費用のかからない活性化形態であり，交
渉がその反対に最も費用がかかるということはいえない。そうした見解には
抵抗が制御の下にあると想定されているとか制御基盤・選好を開設する費用
が無視されているといった問題点がみられるからである。排除には費用が少
なくてすむが真の市場のために必要な選択の自由を創出するためには費用が
かかるであろう。規模の経済の概念が考慮されねばならない。
市場は，必要とされるフィードバックを処理できないことから生じる不確
実性ないし複雑性によって混乱するということはない。取引の成果や環境に
ついての不確実性が発生しても少数性が存在しなければ，選択の自由が可能
となる。不満足なバフォーマンスを与える成員は罰せられても別の成員がそ
れを補完する。極大化と互酬の選好は充足される。しかし，成員の抵抗傾向
のために市場条件が破壊される危険は存在するかもしれない。成員の早すぎ
る退出や他の成員との共謀によって組織は窮地に陥る。とはいえ，この場合
でも市場メカニズムのそうした崩壊にたいする法人側の周到な警戒がなされ
れば，市場様式でも適切な制御が可能である。
相互依存は組織下位単位の調整の複雑性と結びついているが，しかし，不
確実性を伴なわない相互依存のもとは調整問題はそれほど困難ではない。不
確実性の一定の水準を所与とするなら，フィードバックの必要性は相互依存
の度合が高まるにつれて増大するであろう。この場合，失敗にたいして排除
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ないし救済によって対処するよりもその予防が重要となる。階層組織は，そ
の固有の特徴であるアクセスと可視性によってこの問題をうまく処理でき
る。もし成員の要求する成果が不確実性にもかかわらず十分明細化できるな
ら，フィードバックは活動の定型化を通じて取引の進行とともに発生しう
る。
相互依存度の増大はまた，抵抗の機会の増大をもたらす。 1成員によるラ
ンダムな退出および市場での他者ないし相互依存関係にある他の成員との共
謀は組織全体に反響するであろう。この事態にたいしても階層組織は，計算
とアクセスの選好を所与とすれば可視性の増大と定型化の承認を通じてより
よく対処することを可能にする。
曖昧さは組織の全体目的の曖昧さや成員に与えられる課業の性格から派生
するが，取引の制御様式にいかなる影響を及ぽすであろうか。この曖昧さが
不確実性を伴なわない場合は， 制御の複雑性をもたらさないであろう。ま
た，成員間の関係が独立的であれば，それは組織全体にほとんど影蕃を及ぽ
さず，制御は法人にとってそれほど心配を要しない。この限りでは，市場ま
たは階層組織はなお妥当性をもちうるといえる。
しかし，不確実で相互依存度が高くしかも曖昧さを伴なう取引がなされる
場合は事情が異なり，市場も階層組織も妥当性を失うであろう。無責任な成て
員の排除は相互依存のため組織全体に反響をひきおこす。定型化は曖昧さの
ために不可能である。ここより不確実性，相互依存，曖昧さの3者が結合し
ている取引を制御するにはコンミューンという制御様式が必要となってく
る。組織目的と個々の成員の目的との適合性は，現段階では定義が困難な群
居性と配慮の一層の展開によって促進されるが，そのためには不断の交渉が
(20) 
なされねばならない。
以上， Butlerは， それぞれの制御様式が取引の複雑性という変数とどの
ように関連しているかを考察し，市場が不確実性，階層組織が相互依存，ゴ
(20) Ibid◆,pp. 152-158. 
2つの修正M&Hモデルについての考察（陶山） （423)83 
ンミューンが曖昧さをそれぞれよりよく処理できる，と結論づけた。
さきの Daemsの議論との対比で :Butlerの問題提起を要約しておこう。
第 1 に，かれは「市場ー~階層組織」というより経済的な制御形態区分にた
いして，経済人，官僚人，社会人という人間モデルの3類型を識別しながら
第3の形態としてコンミューンを提起した。第2に，それぞれの制御様式は
各成員の抵抗を制限するための社会的制御の固有の形態とプロセスを備えて
おり，そのことによって本来的な質とともに効率上の意味をもちうるという
ことを解明しようとした。第3に， Butlerは，この取引制御の形態とプロ
セスに喋境要因がいかなる作用を及ぼすかという点に留意しながら 3つの制
御様式のあいだの選択問題を考察した。取引の不確実性と相互依存に加えて
制度目的についての曖昧さが存在する場合には，コンミューンが取引を制御
するために必要であり，その前提条件として群居性と配慮が不可欠となる。
しかし，この Butlerの取引制御モデルのいわば核心に位置するコンミュ
ーン形態における制御プロセスや環境要因との交互作用についての叙述は，
Daemsの連合の場合と同様，他の2形態にくらぺて粗略である。 また，前
方統合や後方統合といった現実的・具休的な事象を説明するモデルの1つと
なりうるか，というその有効性の点でも疑問が残る。さらに，これは他の2
形態にも共通するが，取引のなかで発生するコンフリクトとその制御，その
プロセスでの協調や支配・従属といった組織内・組織間管理の諸モメントが
何によって規定されるのかその構造的諸要因についての分析が不十分といえ
よう。このことは，かれのモデルが人間の抽象的な行為原理や交換理論一般
から構築されていることと無関係ではないと思われる。
N 小括
以上， 1980年の EGOS国際会議でだされた Williamsonの M&Hモデ
ルにたいする 2 つの方向での問題提起いいかえるとモデル修正の試みを要約—
的に紹介しながら若千の吟味をおこなった。それは，冒頭にふれた経済学的
アプローチ，行動科学的アプローチの双方からする「取引費用バラダイム」
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の拡張＝展開の試みの1つにほかならない。
Butler は，「市場一~をめぐるテーマを検討する場合， 2つの
問題を考慮する必要があるとして，第1に，市場，階層組織，コンミューン
（あるいは連合）などの制御様式について各タイプ間の直接的比較を可能に
する諸次元，諸変数を詳細に規定すること，第2に，各制御様式を選択する
(21) 
ための条件を識別すること，をあげている。本稿での考察をふまえてさらに
つけ加えるなら， 第3に， 各取引様式＝アレンジメントないし制御様式のも
とでの取引＝調整ないし制御の結果とプロセスを包括的かつダイナミックに
把握することが必要であり，第4に，そのためにもアプローチの仕方は総合
的・学際的なものでなければならないであろう。
(21) Ibid., p.158. 
